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別記様式第二（第十六条関係）

開発行為許可申請書

都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請しま

す。 

     年   月   日 

（あて先）川崎市長

許可申請者 住 所                 

氏 名                 

※ 手数料欄

開

発

行

為

の

概

要

１
開 発 区 域 に 含 ま れ る
地 域 の 名 称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日     年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日     年  月  日 

７
自己の居住の用に供するも
の、自己の業務の用に供する
もの、その他のものの別

８ 
法 第 ３ ４ 条 の 該 当 号
及 び 該 当 す る 理 由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号     年  月  日          第    号

※ 許 可 に 付 し た 条 件 

※ 許 可 番 号     年  月  日 川崎市指令   (イ)第    号

※ 経 由 欄

備考 １ 宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 3 条第 1 項の宅地造成工事規制区域内においては、

本許可を受けることにより、同法第8条第1項本文の宅地造成に関する工事の許可が不要となります。 

２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 73 条第 1 項の特定開発行為は、本

許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。 

３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏

名を記載すること。 

４ ※印のある欄は記載しないこと。 

５ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内におい

て行われる場合に記載すること。 

６ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、

認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 

川崎市川崎区宮本町○番地

株式会社○○　代表取締役　○○　太郎

川崎市麻生区片平一丁目２００番１ほか１０筆の一部

５６００．００

一戸建ての住宅　３０戸

川崎市麻生区万福寺△丁目○番■号
株式会社□□　代表取締役　□□　一郎

○○  ○○  ○○

○○  ○○  ○○

○○    ○○   ○○

その他のもの

急傾斜地崩壊危険区域内の行為の許可

申請者が支店長名義の場合、代表者から
支店長への委任状・印鑑証明書が必要

申請者が法人の場合、氏名欄には
法人の名称及び代表者の氏名を記載
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用　　途：一戸建ての住宅　30戸
道路施設：南側道路（市道麻生○○号線）から新設道路（市に帰属）幅員6.00mを配置し、道路終端に
　　　　　転回広場を設ける。また、北側道路（市道麻生▲▲号線）から新設道路（市に帰属）幅員
　　　　　4.50mを配置する。
排水施設：分流式とする。汚水排水は、新設道路内に下水管φ250を設置し、本市下水道φ250に接続
　　　　　する。雨水排水は、排水用地に排水管φ200を設置し、本市Ｕ型側溝300に接続する。
給水施設：南側道路内にある配水本管φ100から給水本管φ75を敷設、北側道路内にある配水本管
　　　　　φ100から給水管φ50を敷設し、それぞれより給水管φ25を各宅地・提供公園に引き込む。
消防水利：既設消火栓にて充足している。
提供公園：350.00㎡、　雨水調整池：200.00m、　ゴミ置場：10.00㎡

第一種低層住居専用地域（80/40）
第一種中高層住居専用地域（200/60）

全工区 5,600.00 ○○年○○月○○日 ○○年○○月○○日

第１種高度地区、第２種高度地区、
準防火地域、宅地造成工事規制区域、
急傾斜地崩壊危険区域

一戸建ての住宅

　３０
（３０）

　３０
（３０）

１０５

165.00 120.00 135.00

4,050.00 1,540.00 10.00 5,600.00

5,600.00

72.32 27.50 0.18

350.001040.00 150.00

27.50

1,540.00

18.57 6.25 2.68

3,600.00700.00 600.00 700.000.00

12.50 64.29 10.71 0.00 12.50

計が開発区域の合計面積となるように記載

予定建築物の用途、関連する公共施設等
について概略を記載

（例）
一戸建ての住宅の場合　３．５人／戸
共同住宅の場合　　　　３．０人／戸

ゴミ置場は「その他の用地」に分類

工区を設定する場合、全体（全工区）と
各工区それぞれについて設計説明書を作成

３
許可申請書の記載と合わせる
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道路 イ 存置 ○．○○ ○．○○ 有
開発行為に
関する工事
の区域川崎市○○．○○ 川崎市

道路 ロ 存置 ○．○○ ○．○○ 有

開発行為に
関する工事
の区域川崎市○○．○○ 川崎市

道路 ハ 存置 ○．○○ ○．○○ 有
開発行為に
関する工事
の区域川崎市○○．○○ 川崎市

合計 ○○．○○

開発区域及び開発行為に関する工事の区域
について記載
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道路 ① 6.00 ○．○○ 開発区域川崎市○○．○○ 協議成立

開発区域川崎市○○．○○ 協議成立

公園 開発区域川崎市○○．○○ 協議成立Ａ

道路 ② ○．○○4.50

排水用地 開発区域川崎市○○．○○ 協議成立あ
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土地
麻生区片平
一丁目200番1 畑 2,000 所有権 有 開発区域

土地
麻生区片平
一丁目200番2 畑 1,600 所有権 有 開発区域

土地
麻生区片平
一丁目200番2 根抵当権 ㈱△△銀行 有 開発区域

土地
麻生区片平
一丁目200番4 宅地 700 所有権 有 開発区域

土地
麻生区片平
一丁目200番5 雑種地 100 所有権 ▲▲　和男 有 開発区域

土地 麻生区片平
一丁目200番11 雑種地 600 所有権 有

開発区域
（一部）

建物
麻生区片平
一丁目200番地4 居宅

1階 60.00
2階 60.00 所有権 有 開発区域

土地
麻生区片平
一丁目199番 公衆用道路 1250 所有権 川崎市 有 開発行為に関す

る工事の区域

筆の一部を含む場合、
（一部）と記載

土地・建物について記載
未登記の建物についても権利者の氏名
・同意の有無を記載

土地
麻生区片平
無地番地 川崎市

開発行為に関す
る工事の区域有所有権公衆用道路

開発行為に関する工事の区域も
すべて記載

無地番地もすべて記載

▲▲　和男

▲▲　和男

▲▲　和男

畑 1,600

㈱○○

㈱○○
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土地 麻生区片平一丁目200番4 700 所有権 開発区域

土地 麻生区片平一丁目200番5 100 所有権 開発区域

土地 麻生区片平一丁目200番11 600 所有権
開発区域
（一部）

建物 麻生区片平一丁目200番地4
1階 60.00
2階 60.00 所有権 開発区域

○○ ○○ ○○

川崎市幸区幸町△丁目○○番地

▲▲　和男
▲
▲

○○○　○○○　○○○○

摘要には、開発区域又は
開発行為に関する工事の区域を記載

株式会社○○
　代表取締役　○○　太郎

川崎市川崎区宮本町○番地

筆の一部を含む場合、
（一部）と記載

権利を有する物件の登記事項証明書、
印鑑証明書の住所が同意書の住所と
一致していることを確認してください。

実印を押印し、同意年月日から
３ヶ月以内の発行日の印鑑証明書を添付
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○○○○○○

　○○ ○○ ○○ 第▲▲▲▲▲▲号

△△大学 ○学部
◇◇学科

株式会社　■■設計　■■　花子

川崎市高津区下作延○丁目△番□号

■
■

設計者の肩書は記載しないでください。

昭和●● ●● ●●

○○○○○○○○○○

平成□年３月
東京都△△区
◆◆○丁目□-□

該当するものを○してください。

㈱◇◇設計 東京都○○区▼▼□-○

㈱■■設計

　□□ ４ ３●●

４　●●

○○ ○○

○○ ○○

設計

課長

㈱○○ ㈱▲▲建設 川崎市○○区
□□１丁目◇◇◇番

△△△．
△△

川崎市指令ま宅審（イ）第●●号

　　○○ ○○ ○○

川崎市高津区下作延○丁目
△番□号
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川崎市川崎区宮本町■番地

○○○，○○○

建設業許可　神奈川県知事（特－２９）第○○○○号

○○ ○○ ○○

○○○ ○○○ ○○○○

設立年月日、資本金は法人の履歴事項全部証明書から記載

○，○○○

㈱○○銀行　▲▲支店

宅地建物取引業法、建設業法の登録について記載

法人の場合、前年度事業量は損益計算書内の売上高、
資産総額は貸借対照表の資産合計を記載

□□　△△

法人の場合、役員を記載

申請者が個人の場合、所得税
法人の場合、法人税を記載

川崎市川崎区宮本町○番地
株式会社○○
　代表取締役　○○　太郎

　○○ ○○ ○○

○○○，○○○

○○，○○○

代表取締役 ○○　太郎 ○○ ○○ 宅地建物取引士

㈱▲▲建設(仮称)
□□計画

川崎市○○区
□□

△△△．
△△

　 ○○ ○○ ○○

株
式
会
社

○
○
代
表

取
締
役
印

川崎市指令ま宅審(イ)第●●号

  ○○ ○○

○○  ○○

○○

添付する残高証明書を
交付する機関を記載
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○○○ ○○○ ○○○○

川崎市麻生区万福寺△丁目○○番■号

株式会社□□
　代表取締役　□□　一郎

○○ ○○ ○○

　○○ ○○ ○○ ○○，○○○

建設業許可　神奈川県知事（特－２９）第○○○○号

○○ ○○ ○○ ○○

○，○○○

㈱○○銀行　▲▲支店

川崎市麻生区万福寺◇丁目○番△号
○○　□□

工事部長

工事課長

主任

○○　□□

▲▲　●●

◇◇　▽▽

○○

○○

○○

○○

○○

１級土木施工管理技士

２級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士

㈱□□不動産

㈱▲▲建設

○○

下請

元請

川崎市●●区◇◇町 △△△．
△△

◇◇◇．
◇◇川崎市□□区○○町

　 ○○ ○○ ○○

　 ○○ ○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

株
式
会
社

○
○
代
表

取
締
役
印

川崎市川崎区宮本町○番地
株式会社○○
　代表取締役　○○　太郎

株
式
会
社

□
□
代
表

取
締
役
印

○○○ ○○○ ○○○○

設立年月日、資本金は法人の履歴事項全部証明書から記載

申請者が個人の場合、所得税
法人の場合、法人税を記載

建設業法の登録について記載

建設業の許可証明書（確認書）を添付してください。
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自己資金を記載

自　 己　 資　 金 ４２０，０００

４２０，０００

宅地処分収入は見込まないこと

３３０，０００

７０，０００

４０，０００

１０，０００

１０，０００

１０，０００

５，０００

１５，０００

０

０

０

４２０，０００

用地を購入して工事を行う場合は
用地費を記載
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　　○○ 　　○○

５，０００

１５，０００

７０，０００

３３０，０００

４２０，０００

４２０，０００

４２０，０００

４２０，０００

２，０００

　５，０００

３０，０００

３３０，０００

３６７，０００

３６７，０００

３６７，０００

３６７，０００

１０，０００

４０，０００

５３，０００

５３，０００

５３，０００

５３，０００

３，０００

工事着手から工事完了までの年度が複数年度となる場合は、
年度ごとに記載


